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おける外部技術・知識の重要性は、吸収能力（absorptive capacity）（Cohen and Levinthal, 
1990）やユーザーイノベーション（von Hippel, 2005）等の概念からも説明されてきた。 


























1.2 LLC を活用したイノベーション 
 LLC とは、Limited Liability Company の略で、我が国では合同会社と呼ばれる。前年
に施行された日本版 LLP 制度に遅れて、日本版 LLC 制度は、2006 年 5 月 1 日より施行
された新会社法により設けられた。設立件数は、LLP が 2007 年度末で 2,661 件、LLC が
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2008 年度末で 14,761 社である。（表 1）によると、LLP と LLC の制度的特徴として、有
限責任制と内部自治・定款自治は両者に共通の特徴である。 





うな事業の場合には、構成員課税になる LLP の方が出資者にとって有利となる。 
 
表 1 LLP と LLC の制度概要と比較 
名称 LLP（Limited Liability Partnership） 
有限責任事業組合 
LLC（Limited Liability Company） 
合同会社 





































 米国では、2003 年に、LLC の設立件数が 100 万社を突破し、ベンチャー創出や、社内
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双方のマネジメントに成功する必要がある（Chesbrough, 2003）。その際、技術不確実性
は、イノベーション組織のガバナンス形態に影響を及ぼす（Perkmann and Walsh, 2007; 
van de Vrande et al., 2006）。例えば、van de Vrande et al.（2006）によると、技術不確
実性が高い状況下における研究開発体制としては、階層性よりも、柔軟性と可逆性が重要
になる。よって、組織横断的な研究開発体制においては、資本提携や契約よりも、よりル
ースなガバナンス形態として、戦略的アライアンスが選好される（Garette and Dussauge, 
2000; Gulati, 1998; Hagedoorn et al., 2000; Teece, 1992; van de Vrande et al., 2006）。 
このようなガバナンス形態として具体的に考慮されるのは、第一に、研究開発コンソー
シアムがある（West and Gallagher, 2006）。技術不確実性が高い研究開発集約型産業では、
研究開発コンソーシアム設立により、公的資金の獲得が共同研究開発を促進することや
（Almus and Czarnitzki, 2003; Busom and Fernandez-Ribas, 2008）、連携組織間での補
完的資源の活用による開発促進効果が指摘されている（Teece, 1992）。その一方で、公的
資金が企業の研究開発投資を抑制するクラウディングアウトも指摘されている（Almus 
and Czarnitzki, 2003; David et al., 2000）。Miotti and Sachwald（2003）によると、公
的資金を活用した研究開発は、ラディカルな技術開発に集中するあまり、市場開発が不十
分になる傾向がある。 
第二に、共同研究開発が考えられる（Fritsch and Lukas, 2001; Hagedoorn et al., 2000; 
Miotti and Sachwald, 2003; Pisano, 1990; Powell et al., 1996）。例えば、Meyer-Krahmer 
and Schmoch（1998）によると、産学連携では双方向での知識交換という意味で共同研究
が重視される傾向があるとされる。産学連携において、共同研究開発が選好されるのは、
不確実性が高い研究開発集約型産業である（Fritsch and Lukas, 2001; Miotti and 
Sachwald, 2003; Perkmann and Walsh, 2007）。また、吸収能力が蓄積されるため、開発


















要性が増す（van de Vrande et al., 2006）。事業化に関わる資金リスクを VC が担えれば、
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業開発における、より柔軟な投資意思決定（McGrath and MacMillan, 2000; McGrath and 
Nerkar, 2004）、組織のガバナンス形態の選択（Folta, 1998; Kogut, 1991）、社外技術の活























































                                                   
1 筆者が調査し、執筆を担当した以下の報告書を参照。経済産業省平成 19 年度産業組織法の適切な執行
「LLP 及び LLC の活用実態に関する調査報告書」（凸版印刷株式会社）, 2008 年。 
2 B 社については、以下を参照した。松岡久美・原真志・山田仁一郎（2005）「産学連携によるクラスタ
ー形成初期のイノベーション過程の分析：香川大学・希少糖プロジェクトの事例」『Working Paper Series』
No.100, Institute of Economic Research, Kagawa University, Japan。 
3 A 社への取材は、2008 年 2 月 12 日に T 県 U 市で実施された。まず、U 市郊外の農家のビニールハウ
ス内でロボットの視察・撮影、インタビューを行い、場所を移して、業務執行社員・代表社員 I 氏および
業務執行社員 O 准教授（U 大学）に 1 時間のインタビューを行った。B 社への取材は、2008 年 2 月 28
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3.3 事例 



















B 社は、2006 年 7 月設立の LLC で、K 大学を中心に産学連携で行われてきた希少糖生
産技術に関する研究成果の実用化、生産技術開発を目的とした大学発ベンチャーである。



















































4.2 LLC における共同研究開発 
 LLC 設立の理由としては、第一に、LLC の制度的特徴と産学連携の実情とのマッチン
グがある。第二に、研究開発コンソーシアムの成果と事業化可能性とを考慮して、LLC を
技術開発と市場開発との橋渡し組織として位置づけている。 
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ため、技術開発者は生産技術開発に専念できるなどのメリットが LLC を選択した理由で
ある。 


















































 本事例の 2 社に共通するのは、コンソーシアムの研究成果として特許出願しているが、
現時点では開発中であり、収益化されていない点である。よって、事業化へ向けて、知財
活用による収益最大化を戦略的に考慮する必要がある（Chesbrough, 2003; West and 
Gallagher, 2006）。 
 2 社を比較すると、A 社の連携企業の方が規模は小さい。また、主に航空宇宙関連メー
カーであるため、農作業ロボットを販売する市場を自前で持たない。そのため、開発に成
功しても製造販売していく担い手がいないのが、事業化における最も大きな課題であると
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認められた（David et al., 2000; Perkmann and Walsh, 2007）。 
 その一方で、産業特性に関わらず 2 社に共通する点として、第二に、研究開発コンソー
シアムが、合意形成や信頼形成のような長期的関係性構築を促進していたことが指摘でき
る。この点は、研究開発コンソーシアムの柔軟でルースなガバナンス構造による間接効果





al., 2002）や共同研究開発の重要性が指摘できる（Mansfield, 1991）。例えば、A 社では、
































図 2 LLC を活用した産学連携推進モデル：条件と論理 
Hosei University Repository
＜査読付き研究ノート＞ 















































































業化する際の摩擦を和らげる効果も期待される（Garette and Dussauge, 2000; van de 
Vrande et al., 2006）。 
 第三段階では、知財戦略や事業化戦略を考慮して、LLC のままスモールビジネスとして
存続するか、事業拡大を目指して株式会社化するかの選択がある。株式会社化する場合に
は、VC による事業開発投資が行われ、会社と VC によるビジネス・コミュニティが形成
される（Chesbrough, 2003）。ここが最も資金リスクが大きいが、VC がそのリスクを負
えば、会社では商品化と市場開拓に集中できる。また、VC とのパートナーシップにより、
新たに外部知識・資源を吸収する能力を獲得し（Cohen and Levinthal, 1990）、市場不確
実性を低減していく。 
 法制度上、LLC から株式会社への組織変更は、比較的容易である。よって、LLC での
研究開発の成果次第で、株式会社化し、VC 投資を得て事業化していくという戦略が考え
られる。本研究の調査事例は、現状では開発段階にあり、実際の事業化には至っていない
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